
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

単位時間 単位時間 単位時間 単位時間 単位時間 単位時間

年 65 単位 47 単位 15 単位 14 単位 0 単位 0 単位

70 人の内数 24 人 人 0 % 0 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 7

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数） 3

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等においてそ
の担当する教育等に従事した者であって、当該専門課程の
修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六年以上
となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 1

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 0

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 1

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実
務の能力を有する者を想定）の数

1

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

総単位数 65

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数 4

うち必修授業時数

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

ANA沖縄空港、JALスカイエアポート沖縄

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数）

4

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL
https://www.irc.ac.jp/course/groundhandling/

100
■進学者数 0
■その他

0

うち企業等と連携した演習の単位数 0

うち必修単位数 4

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

0

（令和7年度卒業生）

8
■地元就職者数 (F) 8
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

100

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 8
■就職希望者数 (D)　　　　　： 8
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和7年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
航空業界に関わる職業人として、グランドハンドリング職を始め貨物取扱等について、専門的な知識・能力を身に付け、その知識に基づく実習、演習を通して実務に関する実践
的な技術・技能を身に付けた人材を組織的に教育・育成する事を目的とする。

学科の特徴（主な教育
内容、取得可能な資格
等）

航空業界に必要とされる英語・実務知識及び人間性教育。
航空特殊無線技士、乙４危険物取扱者

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総単

位数
講義 演習 実習 実験 実技

商業実務専門課程
エアライン科（２年制）

グランドハンドリングコース
平成12(2000)年度 - 平成26(2014)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和8年7月1日

901-0155

098-857-9337
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人ＫＢＣ学園 平成6年3月14日 大城　圭永 沖縄県那覇市壷川3-5-3
900-0025

098-835-4240

専修学校インターナショナルリ
ゾートカレッジ

平成6年3月14日 成底　敏 沖縄県那覇市金城5-8-6

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

商業実務



種別

①

③

③

③

③

③

－

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

上原　直兄
JALスカイエアポート沖縄株式会社
総務部人事労務グループ統括マネージャー

令和７年４月１日～
　　令和９年３月３１日（２年）

※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年２回　（９月、２月）

（開催日時（実績））

第１回　令和７年９月１０日　１４：００～１５：３０
第２回　令和８年２月　４日　１４：００～１５：３０

城間　茂範
JALスカイエアポート沖縄株式会社
総務部人事労務グループリーダー

令和７年４月１日～
　　令和９年３月３１日（２年）

禰保　円香
JALスカイエアポート沖縄株式会社
総務部人事労務グループリーダー

令和７年４月１日～
　　令和９年３月３１日（２年）

吉原　亜矢子
インターナショナルリゾートカレッジ
教務部

令和７年４月１日～
　　令和９年３月３１日（２年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程
の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
　本学科の目的を達成するために、航空業界で必要とされる専門知識、地域における産業振興の方向性、新たな技術・技
能等について十分に把握をするために、航空業について専門的知見を有する企業の参画を得た教育課程編成委員会を設
置し、当該委員会において、包括的カリキュラム（入学～卒業）および、単年度毎の開設する科目の内容およびその指導方
法を検討し、航空業界における職業人として実践的な知識・技能を習得するための実効性のある教育課程を編成する。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

　学校の専門分野に関する業界動向、国および地域の産業振興の方向性、必要となる実務に関する知識・技術等から生じ
る専門学校の教育内容について意見交換等を行う事により、教育の質の向上をはかることを目的とし校長により教育課程
編成委員会を設置する。教育課程は、教育課程編成委員会に諮り、学科の目標に照らして編成する。委員会の意見を今年
度の授業内容・方法の改善・工夫などに活用する。または、次年度の授業内容・方法の改善・工夫などに活用することを組
織として決定する。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

友寄　美幸
ANA沖縄空港株式会社
総務部人事課　マネージャー

令和８年７月１日～
　　令和９年３月３１日（２年）

令和8年7月1日現在

玉城　卓
ANA沖縄空港株式会社
総務部人事課　マネージャー

令和７年４月１日～
　　令和９年３月３１日（２年）

名　前 所　　　属 任期

玉城　信治
一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー
ロー
国内事業部国内プロモーション課課長

令和７年４月１日～
　　令和９年３月３１日（２年）

市原　瑞貴
インターナショナルリゾートカレッジ
教務部

令和７年４月１日～
　　令和９年３月３１日（２年）

野相　愛
インターナショナルリゾートカレッジ
教務部

令和８年４月１日～
　　令和９年３月３１日（１年）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

就職後、企業における従業員の体調不良に起因する休職・欠勤の増加、学校側でも在籍中の体調不良による欠席が著しい
状況にあり、これらに対する根本的な課題解決が必要だと確認が出来ました。これを受け、新たな取り組みとしてカリキュラ
ム内に「フィジカルトレーニング」を組み入れることといたしました。継続的な身体運動の習慣化を促進することで、自己管理
能力の養成を図るとともに、体調不良の未然防止および健康維持・増進に寄与することを目的としております。



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

②指導力の修得・向上のための研修等

４つの単元（①講義の動画化②小テストのＡＩ生成③ＡＬ・PBL型授業設計④授業実践と定着）を通して、「未
経験でも明日から必ず実践できるアクティブラーニング（ＡＬ）」を習得する。

②指導力の修得・向上のための研修等

これまでアナログで行ってきた教育指導形態をデジタルにすることで、学生にとってより学びやすい環境を
整える事を目的とする。効率的な情報管理や共同編集を可能にし、学事予定等のカレンダー活用やGemini
やNotrbookLMといったＡＩを活用した文書作成・データ分析・情報収集能力を養う事を目的に教員スキルの
向上を目的とする

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

ANAチェックインカウンター当で使用される「ＩＮＦＩＮＩ」端末の操作習得及び学生への指導に関するレク
チャーを教授頂く。

「ＩＮＦＩＮＩ実務研修」 連携企業等： INFINIトラベルインフォメーション

令和７年８月１９日（火）～２１日（木） 対象： エアライン科職員

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

・教員に対して、航空業について専門的知見を有する企業等の講師による実務に関する知識、技術、技能の研修、および授
業・生徒に対する指導力を習得・向上するための研修を、教員個々の教育活動上の役割を考慮した上で計画を策定し実施
する事で、グランドハンドリング分野における実務を教育内容や方法等の教育活動に反映する。
・教職員研修規程第４条及び第５条に基づき研修を実施する。

科　目　名 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

　上記方針を実現するために、教育課程における科目について、航空業について専門的知見を有する企業等から職員を講
師として迎え、実務に関する実践的な技術・知識を習得するための授業を実施し、実際に企業にてグランドスタッフの体験・
実習を実施し、主に実践力（実務能力）を軸とした評価を行う。

グランドハンドリング
実習

ＡＮＡ沖縄空港
ＪＡＬスカイエアポート沖縄

ＡＮＡ沖縄空港
ＪＡＬスカイエアポート沖縄

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
　航空業界における職業人として実践的な知識・技能を習得するために、主に講義等の座学で学んだ知識に基づき、それら
の知識を具体的にどの様に利用するのか、されているのかを理解するために、航空業について専門的知見を有する企業等
と連携し、実務を体験（疑似体験含む）出来うる実習・演習等を実施する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

企業連携の方法

３．【校外】企業内実習
（４に該当するものを
除く。）

２．【校内】企業等から
の講師が一部の授業
のみを担当

グランドハンドリング業務を各航空
会社でインターンシップとして体験
します。手荷物・貨物取扱、機内
サービス等を実践し、空港業務の
理解を深めます。現場社員の指導
で、即戦力を目指します。

企業派遣講師による主要職種の
概要に関する座学を校内で実施
し、その後空港内での実習を通し
て職種ごとの作業手順、遵守すべ
き諸規則等を習得する。

Google Workspace 活用研修 連携企業等： 株式会社ＳＴスマイル

令和7年7月31日（木） 対象： 教務部職員

那覇・久米島空港業務研修 連携企業等： JALスカイエアポート沖縄

令和８年５月７日（木）～８日（金） 対象： エアライン科職員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

那覇・久米島両空港業務に伴う航空運送に関わる業務の流れを見学・研修の実施

教育ＤＸ、ＡＩ活用推進のための動画制作及びＡＬ実践研修 連携企業等： 株式会社道々楽者

令和８年８月２０日（木）・２１日（金） 対象： 教務部職員

グランドハンドリング
研修

科　目　概　要



（３）教育活動

①教育目的および育成する人材像に基づいた教育課程の編成・実施方針（カ
リキュラムポリシー）を明示し、教職員および学生等に周知しているか。
②教育目標および育成する人材像に基づいたディプロマポリシーを明示し、教
職員および学生等に周知しているか
③教育理念、育成する人材像や業界のニーズを踏まえた修業年限に対応した
教育到達レベルの設定や必要な学習時間が確保されているか
④講義および実習に関するシラバスは作成されているか
⑤シラバスあるいは講義要項（コマシラバス）などが事前に学生に示され、授
業で有効活用されているか
⑥学生によるアンケート等で、適切に授業評価を実施しているか（学習の目的
を満たしているか、満足度を含めて定期的に確認しているか）
⑦評価結果を教員にフィードバックするなど、その結果を授業改善に役立てて
いるか
⑧カリキュラム作成の際、複数のメンバーによるカリキュラム作成やカリキュラ
ム作成委員会等の形で、作成したカリキュラムの検証が行われているか
⑨カリキュラム作成メンバーの中に業界関係者などの外部関係者を入れてい
るかまたはその意見を取り入れているか
⑩キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリュキュラムや教育方法
の工夫・開発などが実施されているか
⑪関連分野における実践的な職業教育（産学連携によるインターンシップ、実
技・実習等）が体系的に位置づけられ、その内容、評価法などが事前に決めら
れているか
⑫成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか
⑬専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携した科目について、学生の
学修成果の評価を行っているか
⑭資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけは
あるか

（１）教育理念・目標

①教育理念・育成する人材像等は定められているか
②学生・保証人（保護者）に対して教育理念等を明文化し、周知しているか
③教職員に対して教育理念等を明文化し、周知徹底を図っているか
④各学科の教育目標、育成する人材像は、業界のニーズに向けて方向づけら
れているか
⑤各学科の職業教育の特色は明確になっているか

（２）学校運営

①教育方針や教育目的等に沿った運営方針が策定されているか
②運営方針を教職員に周知しているか
③運営方針に沿った事業計画を策定し共有しているか
④運営組織や意思決定機能は、規則等において明確化されているか。有効に
機能しているか
⑤組織機能図があるか
⑥運営会議が定期的に開催されているか
⑦教員の指導力育成等資質向上のための取組みが行われているか
⑧専攻分野に係る実務に関する研修等を教員の業務経験や能力、担当する
授業や業務に応じて計画的に取組みが行われているか
⑨人事に関する制度を整備しているか
⑩給与に関する制度を整備しているか
⑪情報システム化等による業務の効率化が図られているか（情報システム化
に取組み、業務の効率化を図っているか）

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。ま
た、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

　当校の教育理念は、高度な技能技術を身に付け、人間性豊かな永久戦力となる人財を育成する事である。この教育理念
に基づき実践的な教育が実現できているか、また、その教育を実現する為に必要な環境が整っているかについて、学校関
係者評価委員会を設置して下記に示す評価項目から評価する。評価結果については、学校長を通じて即座に次年度の学
校運営に反映させる。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目



（６）教育環境

①施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか（講
義室は学生数、時間割にあわせ、無理なく配備されているか）
②教育上の必要性に対応した機材・備品を整備しているか
③施設・設備の点検、補修・修繕等は定期的にまたは適宜行っているか
④学内外の実習施設、インターンシップ、海外研修等について十分な教育体
制を整備しているか
⑤防災に対する組織体制を整備し、適切に運用しているか
⑥防災・防犯設備（非常灯・消火器・警備システム等）が整備・点検されている
か
⑦定期的に防災訓練を実施しているか

（７）学生の受入れ募集

①学生募集活動は､適正且つ公正に行われているか（社会人、留学生等、多
様な学生を受入れているか）
②入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）を策定し、教職員および学生
等に周知しているか
③学校説明会等による情報提供を行っているか（育成する人材像、目指す資
格・検定・コンペ、学費・教材費等の情報など）

（８）教育の内部質保証システム

①ハラスメント等に関する規程を整備し適切に運用しているか
②学校が保有する個人情報保護に関する対策を実施しているか
③個人情報保護規程が文書化されているか
④自己点検・評価の必要性を全教職員に伝える機会を設けたか
⑤自己点検・評価の結果に基づき改善計画を策定したか
⑥学校関係者評価を実施し、改善の取組みを行っているか
⑦教育活動に関する情報公開が適切になされているか
⑧自己点検評価結果を公開しているか
⑨学校関係者評価結果を公表しているか

（４）学修成果・教育成果

①就職率の向上が図られているか（結果を分析し、就職指導・支援の改善を
図っているか）
②学生の就職に関する目標が、教職員に共有されているか
③学生の就職活動に関する記録がなされているか
④就職実績を公表しているか
⑤資格取得率の向上が図られているか
⑥資格・検定・コンペに関する目標・計画が教職員に共有されているか
⑦資格・検定・コンペ結果に関して検証・報告がされたか
⑧資格・検定・コンペの結果（合格者数・合格率）を公表しているか

（５）学生支援

①進路・就職に関する支援体制は整備されているか（またそれは学生や保証
人（保護者）に周知されているか）
②奨学金制度など、学生の経済的側面に対する支援体制は整備されているか
③学生の健康診断を実施しているか、また健康相談窓口の設置やカウンセ
ラーを配置しているか
④学生の生活環境への支援は行われているか（学生のアパート探しなど、住
環境への支援体制はあるか）
⑤保証人（保護者）との計画的な相談会・面談を行っているか
⑥卒業生への就職支援体制を整備しているか

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（９）財務

①年度予算・中期計画が策定されているか
②予算及び計画に基づき適正に執行管理を行っているか
③財務情報公開の体制を整備し、適切に公開しているか

（１０）社会貢献・地域貢献

①教育資源（教職員の出張講座等）や施設を活用した社会貢献･地域貢献を
行っているか
②学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活動支援を行っているか

（１１）国際交流



種別

企業等委員

企業等委員

企業等委員

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

URL： https://kbcgroup.ac.jp/resort/information/

公表時期： 令和7年7月31日

（１１）その他

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法

（８）学校の財務 学園の財務状況公開

（９）学校評価 自己点検評価結果、学校関係者評価結果

（１０）国際連携の状況

（５）様々な教育活動・教育環境 ①学校行事　②部活動

（６）学生の生活支援 在校生の声

（７）学生納付金・修学支援 ①学生納付金　②奨学金、学費免除等の紹介

（２）各学科等の教育
①特徴　②目指せる職種　③取得できる資格　④カリキュラム　⑤検定
取得実績　⑥就職状況　⑦募集定員　⑧入学方法

（３）教職員 各学科の担当教員紹介

（４）キャリア教育・実践的職業教育 就職支援への取り組み状況

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

①実践的な職業教育における成果を広く周知することにより、入学希望者の適切な学習機会選択に資する事。その為に、
学校関係者評価結果も含めて教育活動の状況や課題等学校全体に関する情報を分かり易く示す事。
②又、上記①により企業等との連携による教育活動改善を活発にし、社会全体の信頼につなげていく事。
③情報の公開を通じて学校の教育の質の確保と向上を図る事を目的とする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 ①学校の沿革　②教育理念　③特色　④所在地、連絡先

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

URL： https://kbcgroup.ac.jp/resort/information/

公表時期： 令和7年7月31日

一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー
ロー国内事業部　受入推進課課長

令和7年4月1日～
　　令和9年3月31日（2年）喜瀬　涼子

大城　弘文 一般社団法人　沖縄県貿易協会事務局
令和8年7月1日～
　　令和9年3月31日

稲田　哲也
株式会社ノバレーゼ
サザンチャペル　キラナリゾート沖縄
ゼネラルマネージャー

令和7年4月1日～
　　令和9年3月31日（2年）

（３）学校関係者評価結果の活用状況

令和７年度「自己点検・評価」の結果に基づく学校関係者評価の結果報告を行い、KBC学園グループのクレド（教育理念）の
周知徹底方法や、学校規定集の閲覧・管理方法について評価・提言を頂いた。クレドについては朝礼での唱和や所感発表
による理念の周知と意識共有が図られている点をご評価いただき、学校規定集については利便性向上に向けWeb上でのア
クセス環境の構築をご提言頂いた。教育理念の更なる定着を図るとともに、職員が迅速に確認できる環境整備に向けて、学
園本部とWeb共有化の検討を進める。
（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期
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択
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講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
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内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

1 ○ 総合学習Ⅰ
「自律」をテーマに自ら考え、行動出来る力を総合的に学
ぶ時間として設定する。

１
通

84 2 ○ △ ○ ○

2 ○
キャリア開
発実践Ⅰ

就職活動を見据え、自分の考えを整理して的確に言葉で表
現する力を、実践的な面接演習を通して習得する。

１
後

30 1 ○ ○ ○

3 ○ 情報Ⅰ-①②
PCの基本操作から、実務で役立つワード・エクセルの活用
法までを実践的な演習を通して身につける。

１
通

68 2 △ ○ ○ ○

4 ○
英語コミュ
ニケーショ
ンⅠ

トピックに沿ったダイアローグで英語でのアウトプットを
行い、基本的な英会話力を身に着ける。

１
通

36 1 ○ ○ ○

5 ○
沖縄観光概
論Ⅰ

沖縄の歴史・文化を知り、また実習を通して自身のルーツ
を発信していく知識を養う。

1
前

30 2 ○ △ ○ ○

6 ○

ヒューマン
エデュケー
シ ョ ン Ⅰ
（志学Ⅰ）

社会から必要とされ続ける“人財”となるべく思考、習慣
を身につけていく。

１
前

34 2 ○ △ ○ ○

7 ○
ビジネスマ
ナーⅠ

挨拶や敬語、電話応対、来客接遇などの基本動作を習得。
社会人としてのマナーを実践的に学び、円滑な対人関係を
築く力を養う。

１
通

38 2 ○ △ ○ ○

8 ○
エアライン
実務Ⅰ

日本の航空業界の構造や各社の役割、各部署の具体的な業
務内容を学習し、航空従事者としての高度な専門性と知識
を習得する。

１
前

40 2 ○ △ ○ ○

9 ○ 実用英語Ⅰ
５技能の総合的な英語力の向上を図り、英検またはTOEIC
の取得目標達成を目指す。

１
前

36 1 〇 △ ○ ○

10 ○ ListeningⅠ
英語リスニングスキルの向上を目的とし、シャドーイン
グ・ディクテーションを行う。

１
前

30 1 〇 △ ○ ○

11 ○ GrammarⅠ
英文法の基礎を固め、文法的に正確な英文を作成する能力
を身に着ける。

１
前

24 1 〇 △ ○ ○

12 ○
Reading ＆
Vocabulary
Ⅰ

基礎的な英語を使った文章を多読することで、語彙力の増
強と読解力を身につける。

１
前

30 1 〇 △ ○ ○

13 ○
ビジネス基礎
能力Ⅰ

SPIや一般常識など、就職筆記試験対策を基礎から応用ま
で習得。特にSPI等の数学・非言語分野を徹底的に学ぶ。

１
後

16 1 △ ○ ○ ○

14 ○
グランドハ
ンドリング
研修Ⅰ

企業講師の指導と空港実習を通じ、航空実務の作業手順や
規則を学び、現場への適応力を高める。

１
通

70 1 △ ○ ○ ○ ○ ○

15 ○
グランドハ
ンドリング
実習Ⅰ

航空会社でのインターンを通じ、手荷物・貨物・機内サー
ビス等の実務を体験。現場指導で空港業務を習得する。

１
通

110 3 △ ○ ○ ○ ○

16 ○
危険物法令
学

消防法における危険物の分類、指定数量、製造所等の設
置・維持基準、および危険物取扱者制度について、法的遵
守事項を正しく習得する。

１
通

37 2 ○ △ ○ ○

17 ○
危険物物理
学

燃焼の三要素や消火理論、物質の状態変化、静電気の発生
メカニズムなど、危険物の取り扱いに不可欠な基礎科学の
知識を習得する。

１
通

36 2 ○ △ ○ ○

授業科目等の概要

（商業実務専門課程　エアライン科（2年制）グランドハンドリングコース）
分類

授業科目名 授業科目概要
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年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数
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企
業
等
と
の
連
携
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（商業実務専門課程　エアライン科（2年制）グランドハンドリングコース）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員
企
業
等
と
の
連
携

18 ○
危険物性質
学

各類危険物の共通特性と代表的な物品の個別性質を学習。
危険性に応じた適切な貯蔵方法、火災予防対策、および消
火方法を身につける。

１
後

30 2 ○ △ ○ ○

19 ○
エアポート
実務Ⅰ

航空用語や特殊車両の特性など、地上支援業務の専門知識
を習得。実戦的な学びを通じて、入社後のキャリア形成へ
と繋げる。

１
後

30 2 ○ △ ○ ○

20 ○
チームベー
ス ド プ ロ
ジェクト

学園祭の企画・運営を通じ、計画性や組織での責任感、現
場での実践的な対応力を主体的に養う。

１
前

36 1 ○ △ ○ ○

21 ○
国際航空貨
物取扱基礎

航空貨物輸送の法規制・実務を学び、即戦力を養う。
１
前

35 2 ○ △ ○ ○

22 ○
フィジカル
トレーニン
グ実習Ⅰ

航空業務に必要な体力を養うため、筋力や柔軟性の基礎ト
レーニングを実践。

１
前

30 1 ○ ○ ○ ○

23 ○ 総合学習Ⅱ
「自律」から「自立」をテーマに自ら考え行動出来る力を
総合的に学ぶ時間として設定する。

２
前

44 1 ○ △ ○ ○

24 ○

ヒューマン
エデュケー
シ ョ ン Ⅱ
（志学Ⅱ）

社会との繋がりの中で自身の生きる姿勢や志について考え
る。

２
前

30 2 ○ △ ○ ○

25 ○ 情報Ⅱ
Excel・Word、PowerPointによる資料作成術を習得。就職
に向けた高度な事務処理能力と実践力を養う。

２
前

30 1 △ ○ ○ ○

26 ○
航空無線実
務

電波法の無線局制度や規則を学び、航空現場での運用を理
解するとともに、航空特殊無線技士の資格取得を目指す。

２
前

56 3 ○ △ ○ ○

27 ○ 実用英語Ⅱ
５技能の総合的な英語力の向上を図り、英検またはTOEIC
の取得目標達成を目指す。

２
前

73 2 ○ △ ○ ○

28 ○
英語コミュ
ニケーショ
ンⅡ-①

ビジネス上の様々なシーンを想定したアウトプットを総合
的に行い、実践的な英語力を養う。

２
前

20 1 △ ○ ○ ○

29 ○
キャリアデ
ザインⅡ

「入社前研修」を控え、業界での専門的知識の復習や社会
人として必要な知識を再度学習し、スムーズに研修に臨め
るようにする。

２
前

37 2 △ ○ ○ ○

30 ○
グランドハ
ンドリング
実習Ⅱ

空港に関する関係法規とその内容を理解し、航空機地上支
援業務の知識を高める。また、空港現場の事故事例につい
て「ＫＹＴ」を活用して、事故防止策を習得する。

２
前

40 1 ○ △ ○ ○

31 ○
ビジネスマ
ナーⅡ

充実したキャリアビジョンを構築するため、社会人に必要
な、コミュニケーション能力、仕事の基本、人間関係、ビ
ジネスツールなどの知識を習得し、検定３級取得を目指
す。

２
前

52 3 ○ △ ○ ○

32 ○
チームベー
ス ド プ ロ
ジェクト

学園祭の企画・運営を通じ、目標達成に向けた計画性と、
組織の中で役割を果たす責任感、および現場での実践的な
対応力を養う。

２
前

36 1 ○ ○ ○ ○

33 ○
フィジカル
トレーニン
グ実習Ⅱ-①

航空業務に必要な体力を養うため、筋力や柔軟性の基礎ト
レーニングを実践。

２
前

30 1 ○ ○ ○ ○

34 ○
エアポート
実務Ⅱ

航空用語や特殊車両の特性など、地上支援業務の専門知識
を習得。実戦的な学びを通じ、入社後のキャリア形成を図
る。

２
前

43 2 △ ○ ○ ○

35
〇
選
1

総合学習Ⅱ-
②

「自律」から「自立」をテーマに自ら考え行動出来る力を
総合的に学ぶ時間として設定する。

２
後

152 5 ○ △ ○ ○

36
〇
選
1

英語コミュ
ニケーショ
ンⅡ-②

ビジネス上の様々なシーンを想定したアウトプットを総合
的に行い、実践的な英語力を養う。

２
後

30 1 △ ○ ○ ○
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37
〇
選
1

実用英語Ⅱ-
②

５技能の総合的な英語力の向上を図り、英検またはTOEIC
の取得目標達成を目指す。

２
後

56 1 ○ △ ○ ○

38
〇
選
1

危険物取扱
学

危険物に関する法令、基礎物理・化学、各物質の性質を習
得。安全管理の専門知識を養い、危険物取扱者試験の合格
とを目指す。

２
後

58 3 ○ △ ○ ○

39
〇
選
1

沖縄観光概
論Ⅱ

沖縄の自然・歴史・文化を深く理解し、ビーチや世界遺
産、食などの多彩な魅力を観光客へ伝える知識を学ぶ。

２
後

22 1 ○ △ ○ ○

40
〇
選
２

チャレンジ
インターン
シップ

講義等で得た知識を実践の場で体験を行う事を目的とす
る。就職を意識し企業観察を同時に行い、就職後をイメー
ジした研修を実施する。

２
後

318 10 ○ ○ ○

28

期

週

１学年の学期区分

１学期の授業期間

卒業要件及び履修方法 授業期間等

2

20

卒業要件：

本校に在学し、３１単位に修業年限を乗じた単位を修得し、かつその該当する所定
の授業科目について各学期末における試験に合格して卒業資格を得た者には、卒業
証書を授与する

履修方法：

【履修評価】
１．原則として科目ごとにその前期・後期終了時で其々の評価をする。
２．平日の授業態度、確認テスト、出席率、ホームワーク状況、期末試験等によっ
て行い、原則として絶対評価とする。
【学業成績】
　学業成績の判定はＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４種をもってこれを表し、Ａ，Ｂ，Ｃ評価を
もって履修とする。
Ａ：科目に対する理解及び日常の授業態度及び出席状況が著しく優秀な者
Ｂ：科目に対する理解及び日常の授業態度及び出席状況が良好な者
Ｃ：科目に対する理解及び日常の授業態度及び出席状況がやや劣る者
Ｄ：科目に対する理解及び日常の授業態度が著しく劣る者

合計 科目 1,816 単位（単位時間）


